
４ 国内外の動向等
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（１）国の第六次環境基本計画の概要
４ 国内外の動向等

出典：第六次環境基本計画の概要 環境省(R6.5)

国の第六次環境基本計画の基本的考え方



147参考・出典：第六次環境基本計画の概要 環境省（R6.5）

1.「新たな成長」を導く持続可能な生産と
消費を実現するグリーンな経済システム
の構築

2.自然資本を基盤とした国土のストックと
しての価値の向上

3.環境・経済・社会の統合的向上の実践・
実装の場としての地域づくり

4.「Well-being／高い生活の質」を実感で
きる安全・安心、かつ、健康で心豊かな
暮らしの実現

5. 「新たな成長」を支える科学技術・イノ
ベーションの開発・実証と社会実装

6.環境を軸とした国益と人類の福祉に貢献
する戦略的な外交・国際協調の推進

（１）国の第六次環境基本計画の概要
４ 国内外の動向等

国の第六次環境基本計画の６つの重点戦略



（２）国の循環型社会形成推進基本計画の概要
４ 国内外の動向等

148

国の第五次循環型社会形成推進基本計画のポイント

出典：【資料2】第五次循環型社会形成推進基本計画の概要 環境省(R6.8)



（２）国の循環型社会形成推進基本計画の概要
４ 国内外の動向等

149

国の第五次循環型社会形成推進基本計画の５つの柱（重点分野）

出典：【資料2】第五次循環型社会形成推進基本計画の概要 環境省(R6.8)



（２）国の循環型社会形成推進基本計画の概要
４ 国内外の動向等

150

国の第五次循環型社会形成推進基本計画における現状・課題と解決に向けた道筋

出典：【資料2】第五次循環型社会形成推進基本計画の概要 環境省(R6.8)



（２）国の循環型社会形成推進基本計画の概要
４ 国内外の動向等

151

国の第五次循環型社会形成推進基本計画における国の取組のポイント

出典：【資料2】第五次循環型社会形成推進基本計画の概要 環境省(R6.8)
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（３）国の循環型社会形成推進基本法の概要
４ 国内外の動向等

循環型社会推進基本法の概要（環境省）（2000.6.2公布）

１．形成すべき「循環型社会」の姿を明確に提示

２．法の対象となる廃棄物等のうち有用なものを「循環資源」と定義

３．処理の「優先順位」を初めて法定化
（[1]発生抑制、[2]再使用、[3]再生利用、[4]熱回収、[5]適正処分との優先順位）

４．国、地方公共団体、事業者及び国民の役割分担を明確化

５．政府が「循環型社会形成推進基本計画」を策定

６．循環型社会の形成のための国の施策を明示

出典：循環型社会形成推進基本法の概要 環境省HPより川崎市抜粋
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（４）その他の法律等の一覧
４ 国内外の動向等

出典：第四次循環型社会形成推進基本計画と
循環経済工程表の概要 環境省(R5.6)



（４）その他の法律等の一覧
４ 国内外の動向等

法律名（施行時期） 概要
廃棄物処理法
(1970.9~)

廃棄物の定義、廃棄物処理業者に対する許可、廃棄物処理施設の設置許可、廃棄物処
理基準の設定などを規定

容器包装リサイクル法
(2000.4~)

家庭から出るごみの6割（容積比）を占める容器包装廃棄物を資源として有効利用す
ることにより、ごみの減量化を図るための法律

資源有効利用促進法
(2001.4~)

循環型社会を形成していくために必要な3R（リデュース・リユース・リサイクル）の
取り組みを総合的に推進するための法律

家電リサイクル法
(2001.4~)

一般家庭や事業所から排出された家電製品から有用な部品や材料をリサイクルし、埋
立て処分される廃棄物の量を減らし、資源の有効利用を促進するための法律

小型家電リサイクル法(2013.4~) デジタルカメラやゲーム機等の使用済小型電子機器等の再資源化を促進
建設リサイクル法
(2001.5~)

建設解体業者による分別解体およびリサイクル、工事の発注者や元請企業などの契約
手続きなどが規定

食品リサイクル法
(2001.5~)

売れ残りや食べ残し製造・加工等の過程において生じた食品廃棄物の発生抑制と再生
利用のため、食品関連事業者などが取組むべき事項が規定

自動車リサイクル法
(2005.1~)

ｼｭﾚｯﾀﾞｰﾀﾞｽﾄ及びﾌﾛﾝ類、ｴｱﾊﾞｯｸﾞ類への対応を行うほか、使用済自動車から生じる最
終埋立処分量の極小化、不法投棄防止に資することを規定

プラスチック資源循環促進法
(2022.4~)

製品の設計からプラスチック廃棄物の処理までに関わるあらゆる主体におけるプラス
チック資源循環等の取組を促進するための措置を規定

154出典：３R政策 「法律」(リサイクル関連法) 経産省HP(R6.4時点)より一部川崎市加工
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出典：プラスチック資源循環戦略
の概要 環境省(R1.5)

（４）その他の法律等の一覧（プラスチック資源循環戦略（2019.5.31））
４ 国内外の動向等

プラスチック
資源循環戦略



156出典：食品ロスの削減の推進に関する法律（概要）消費者庁

（４）その他の法律等の一覧（食品ロスの削減の推進に関する法律（2019.10.1））
４ 国内外の動向等

食品ロスの削減の推進に関する法律



（４）その他の法律等の一覧（食品ロス削減推進基本方針（2020.3.31閣議決定、2025.3.25変更）)
４ 国内外の動向等

157

食品ロスの削減を目指し、消費者や食品関連事業者等が役割と行動を理解、実施し、双方のコミュニケーションを活性化すること
地方公共団体は、食品ロス削減推進計画を策定し、それぞれの地域の特性を踏まえた取組を推進していくことが求められている

出典：食品ロスの削減の推進に関する基本的な方針 消費者庁（R7.3）より
一部川崎市加工

○我が国の現状
・食料の海外輸入依存 ：2018年度の食料自給率は 37％
・日本国内の食品ロス量：年間 643 万トン（2016 年度推計）

国連世界食糧計画の2018年の食料援助量約390万トンの 1.3 倍

【主な発生要因】
・事業系：規格外品、返品、売れ残り（食品製造・卸売・小売業）
・家庭系：食べ残し、過剰除去、直接廃棄

○基本施策
１.教育及び学習の振興、普及啓発等
２.食品関連事業者等の取組に対する支援
３.表彰、４.実態調査及び調査・研究の推進
５.情報の収集及び提供、６.未利用食品を提供するための活動の支援等

出典：別添 我が国の食品ロスの発生量の推移等 環境省（R6.6）

○全国的な目標
・家庭系 2000年比で2030年までに食品ロス量を半減
・事業系 2000年比で2030年までに食品ロス量を60％削減
・食品ロス問題を認知して削減に取り組む消費者割合を80％

食品ロス削減推進基本方針
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○世界共通の長期目標（ 2015年パリ協定）
・世界的な平均気温上昇を工業化以前に比べて２℃より十分低く保つ

とともに（２℃目標）、1.5℃に抑える努力を追求すること（1.5℃
目標）

・今世紀後半に温室効果ガスの人為的な発生源による排出量と吸収源
による除去量との間の均衡を達成すること

○背景
・世界の平均気温は2020年時点で、工業化以前（1850〜1900年）と

比べ、既に約1.1℃上昇。このままの状況が続けば、更なる気温上昇
・日本の平均気温は、様々な変動を繰り返しながら上昇。100年あたり

1.30℃の割合で上昇、特に1990年代以降、高温となる年が頻出

○現状
・令和6年3月時点で、1078自治体が二酸化炭素排出ゼロを表明

日本のCO2部門別排出量

出典：脱炭素ポータル 環境省

出典：2050年カーボンニュートラルを巡る国内外の動き 環境省（R3.1.27）より一部川崎市加工
地方公共団体における2050年二酸化炭素排出実質ゼロ表明の状況（R6.3.29）

（４）その他の法律等の一覧（2050年カーボンニュートラル宣言（2020.10.26））
４ 国内外の動向等

○政府は2050年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにするカーボンニュートラルを目指すことを宣言
2050年カーボンニュートラル宣言
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出典：廃棄物・資源循環分野における 2050年温室効果ガス排出実質ゼロに向けた中長期シナリオ(案)

環境省 環境再生・資源循環局（R4.8.5）

（４）その他の法律等の一覧（廃棄物・資源循環分野における2050年温室効果ガス排出実質ゼロに向けた
中長期シナリオ（案）の公表（2021.8.5））

４ 国内外の動向等

廃棄物・資源循環分野における中長期シナリオ（案）
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出典：プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律の概要（令和3年法律第60号）

環境省（R4.6.11）

製品の設計からプラ廃棄物の処理までに関わるあらゆる主体
におけるプラ資源循環等の取組（3R+Renewable）を促進

○背景
・海洋プラチックごみ問題、気候変動問題、諸外国の廃棄

物輸入規制強化等への対応を契機として、国内におけるプ
ラスチックの資源循環を一層促進する重要性が高まっている

・このため、多様な物品に使用されているプラスチックに関し、
包括的に資源循環体制を強化する必要

従来の3Rの取組に加え、資
源投入量・消費量を抑えつつ
ストックを有効活用しながら
サービス化等を通じて付加価
値を生み出す経済活動であり
資源・製品の価値の最大化、
資源消費の最小化、廃棄物の
発生抑止等を目指すもの。

出典：第2節 循環経済への移行 環境省より川崎市一部加工

【循環経済（サーキュラーエコノミー）】

（４）その他の法律等の一覧（プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律（2022.4.1)）
４ 国内外の動向等

プラ資源循環促進法
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出典：【別添２】廃棄物処理施設整備計画の概要 環境省（R5.6）

（４）その他の法律等の一覧（廃棄物処理施設整備計画の閣議決定（2023.6.30)）
４ 国内外の動向等

廃棄物処理施設整備計画の策定（2023年度から2027年度までの５年間）
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  廃掃法第５条の２第１項の規定に基づき定められている「廃
棄物の減量その他その適正な処理に関する施策の総合的かつ
計画的な推進を図るための基本的な方針」について、平成28
年改正以降、2050年カーボンニュートラルに向けた脱炭素化
の推進、地域循環共生圏の構築推進、ライフサイクル全体で
の徹底した資源循環の促進等、廃棄物処理を取り巻く情勢変
化を踏まえ、2023年度に所要の変更を行った。

 今回、廃棄物の減量化の目標等の目標値について2024年８月
に決定された第五次循環型社会形成推進基本計画と整合させ
る形で、目標値を改定。

出典：「廃棄物の減量その他その適正な処理に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための
基本的な方針」の変更及び意見募集の結果について 環境省（R7.2.18）一部川崎市加工

出典：世界の平均気温 気象庁(R6.2.1）

【世界の平均気温（1891〜2023年】
世界の年平均気温は、様々な変動を繰り返しながら上昇しており、
長期的には100年あたり0.76℃の割合で上昇している

（４）その他の法律等の一覧（廃棄物処理基本方針の変更（2025.2.18)）
４ 国内外の動向等

廃棄物処理基本方針の変更



163出典：令和6年版 環境・循環型社会・生物多様性白書 環境省（R6.6）一部川崎市加工

廃棄物の区分

☆自治体は一般廃棄物の処理について統括的な責任は
ありますが、産業廃棄物の排出事業者の処理責任を
負っているものではありません。
事業系一般廃棄物も、産業廃棄物同様に事業者が適正
処理の責任を有しています。

☆

（４）その他の法律等の一覧
４ 国内外の動向等
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（５）国の最新動向
４ 国内外の動向等

資源循環の促進のための再資源化事業等の高度化に関する法律の概要(2024.5.29公布)

出典：別添１ 【概要】資源循環の促進のための再資源化事業等の高度化に関する法律案 環境省(R6.3.15)
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（５）国の最新動向
４ 国内外の動向等

廃棄物・資源循環分野に関わる脱炭素化に向けた動き

出典：第四次循環型社会形成推進基本計画と
循環経済工程表の概要 環境省(R5.6)
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（５）国の最新動向
４ 国内外の動向等

カーボンニュートラルと循環経済（サーキュラーエコノミー）

出典：第四次循環型社会形成推進基本計画と
循環経済工程表の概要 環境省(R5.6)
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（５）国の最新動向
４ 国内外の動向等

GX(ｸﾞﾘｰﾝﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾒｰｼｮﾝ)実現に向けた動静脈連携による資源循環

出典：第四次循環型社会形成推進基本計画と
循環経済工程表の概要 環境省(R5.6)
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（５）国の最新動向
４ 国内外の動向等

GX実現に向けた基本方針（2023.２.10閣議決定）

出典：GX実現に向けた基本方針参考資料
経産省(R5.2)
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（５）国の最新動向
４ 国内外の動向等

成長志向型の資源自律経済戦略（2023.3.31）

出典：循環経済に向けた
政策の動向 経産省(R6.11)
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（５）国の最新動向
４ 国内外の動向等

使用済み太陽光パネルの排出量推計（環境省推計）

出典：再生可能エネルギー発電設備の廃棄・リサイクルに係る現状及び課題について 環境省(R5.4)

東京都では解体業者、収集運搬業者、
リサイクル業者等で構成する
「東京都太陽光発電設備高度循環利
用推進協議会」（2022.9）を設置。

協議会がハブとなり、住宅用太陽光
発電設備の高度循環利用推進に取り
組む。
川崎市も2023.8からｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ参加
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（６）他都市の動向
４ 国内外の動向等

政令指定都市における産廃計画の策定有無（2023.10 川崎市調査）
市名 産廃計画の有無

１ 札幌市 有
２ 仙台市 無

３ さいたま市 無（2020廃止）

４ 千葉市 無

５ 横浜市 無（2020廃止）

６ 川崎市 有
７ 相模原市 無

８ 新潟市 無

９ 静岡市 無

１０ 浜松市 無（2014廃止）

市名 産廃計画の有無
11 名古屋市 無（2020廃止）

12 京都市 無（2020廃止）

13 大阪市 無

14 堺市 無（2021廃止）

15 神戸市 無

16 岡山市 無

17 広島市 有
18 北九州市 一廃計画と統合
19 福岡市 無

20 熊本市 無

※近年廃止又は無の
自治体では指針や
方針等に位置付けなど


